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2024 年 5 月 17 日 
各 位 
 

共同養育支援法 全国連絡会 
代表 内山いずみ 

 

離婚後共同親権導入の 

「民法等の一部を改正する法律案」の成立にあたって 
 

私たちは、別居、離婚後に子どもが離れて暮らす父や母、その他親族

との関係が絶たれてしまう問題について、子の最善の利益が実現される

法制度の構築を目指して、全国の構成団体や超党派の国会議員による

「共同養育支援議員連盟」とともに、長年にわたって活動してまいりま

した。 

本日 5 月 17 日に参議院本会議において、離婚後共同親権導入を柱とす

る「民法等の一部を改正する法律案」が可決・成立しました。 

2011 年に民法第 766 条が改正された後これまでの間、共同養育支援

議員連盟の議員の皆さま、関係省庁の方々、法制審議会の委員の皆さま

をはじめ、この法改正に向けて尽力された全ての方々に、心からの敬意

と感謝の意を表します。 

共同親権の導入に関しては、大変多くの賛否の声があり、2013 年に

「国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律

案」が審議された際に、参考人からは日本が共同親権を導入するには 50

年以上かかると言われていましたが、これほど早期に導入されるに至っ

たことは、多様性を認める社会や子どもの権利を尊重する社会という世

界潮流に沿ったものであり、単独親権制度は、時代に沿うものではなか

ったということだと思慮します。 

当会は、今回の改正法案は、以下の１から３の観点から「子どもの最善

の利益」の実現に資するものと考え、また、改正法の施行までの期間にお

いて実効性を高めるための課題（以下の４）の対応が必要と考えます。 

 

１．離婚後単独親権制度の下での現状を改善すべき必要な改正 

 父母の一方が、離婚後の子どもの親権を得るために、もう一方の配偶

者に無断で子どもを連れ去り別居し、その後は子どもを非監護親（別居

親）に会わせず引き離してしまう事例が多発してきました。家庭裁判所

は、親権決定の判断基準として「監護の継続性（継続性の原則）」を考慮
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しており、それが子どもの連れ去りを助長してきました。 

離婚後単独親権制度は、このように別居時に子どもの奪い合いを両親に

させ、家庭裁判所は、どちらかの親を親権者とするため、一方の親が親権

者としての適性がないことをお互いに非難させるなど両親を争わせるた

めに高葛藤な関係となり、別居親子の交流がより困難な状況を生じさせて

きました。 

子どもにとっては、本来享受できたはずの父母の愛情、健全に養育を受

ける機会が失われ、それが親権獲得を目的とした親の一方的な都合によっ

て行われ、「子どもが親と交流する権利」が侵害されてきました。 

 今回の法改正で、「父母相互の人格尊重義務や協力義務等」が規定された

ことは、「子どもの奪い合いを抑止」することとなり、「子どもが親と交流

する権利」の保護を実現することとなります。 

 

２．「子どもの最善の利益」を守るべき世界標準の理念に則した必要な改正 

欧米諸国では『児童の権利に関する条約』の批准と前後して、離婚後の

共同養育（共同監護・共同親権・共同親責任）制度が整備されています。

子どもの健全な成長のために、父母は離婚後も「親子不分離の原則」（同条

約第 9 条第 3 項）や「共同親責任の原則」（同条約第 18 条第 1 項）に則

した共同養育の「義務」を負い、『頻繁で継続的な親子の交流により子ども

の最善の利益を守ること』を世界標準の理念としています。 

わが国は、1994 年に同条約を批准しましたが、この間約 30 年、離婚後

単独親権制度を維持し、離婚後の共同親権・共同監護制度が未整備なまま、

「子どもが親と交流する権利」を奪い、「子どもの最善の利益」が守られて

きませんでした。 

今回の法改正は、世界標準の理念に即した「子どもの最善の利益」の実

現に資するものと考えます。 

 

３．離婚後共同親権導入の議論は時期尚早ではない 

2011 年 4 月 26 日の衆議院法務委員会で、「民法等の一部を改正する法

律案」が可決された際に共同親権・共同監護について以下の附帯決議が採

択されました。 

親権制度については、今日の家族を取り巻く状況、本法施行後の状況等を踏まえ、協議

離婚制度のあり方、親権の一部制限制度の創設や懲戒権のあり方、離婚後の共同親権・

共同監護の可能性も含め、そのあり方全般について検討すること。 
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附帯決議が採択されてから 8 年が経過し、法務省は共同親権導入の是

非を検討するために家族法研究会を立ち上げ、2019 年 11 月 15 日に議

論が始まりました。また、2021 年 2 月 10 日に上川法務大臣（当時）が

法制審議会に家族法制の見直しを諮問し、同年 3 月 30 日に法制審議会家

族法制部会第 1 回会議が開催され、本年 2024 年 1 月 30 日の第 37 回会

議で「家族法制の見直しに関する要綱案」が取りまとめられるなど、

2011 年の附帯決議が採択されてから今回の法改正まで 13 年を要し、家

族法研究会や法制審議会、今国会等での十分な議論も積み重ねられてお

り、決して時期尚早ではないと考えております。 

 

４．改正法の実効性を高めるための課題 

 子どものいる離婚家庭約 16 万件のうち、日本では協議離婚が 9 割を超

えるため、共同親権（監護権を含む）に法改正後、協議離婚をする父母の

多くが共同親権の届け出をする可能性があります。離婚時に離婚が子ども

の与える影響などを理解せず、共同監護計画を作成していない場合、親子

交流の頻度が少ないなど、父母の意見が分かれた都度、家庭裁判所に申し

立てをすることになります。離婚時に法律や子への影響を理解し、共同監

護計画書を作成し、監護の分掌（親子交流含む）、監護の費用（養育費）な

どについて父母の合意形成を図ることが、紛争件数及び家庭裁判所の業務

ひっ迫を低減させることに寄与するものと考えています。 

 父母の合意形成の実効性を高めるためにも、父母は離婚後養育講座のオ

ンラインなどでの受講に加えて、親子交流ガイドラインに基づき、子ども

の年齢、家庭の事情を勘案した共同監護計画書を作成したうえで、離婚届

と共に提出することを促すこと、最終的には義務化することが必要と考え

ます。 

 最後に、離婚後共同親権への法改正により、たとえ父母が離婚しても、

父母が子どもへの愛情を変わらず注ぎ、子どもが健全に成長できるよう協

力し合うという姿に社会が変容することを期待したいと思います。 

 

以上 
 


